
株 主 各 位

第43回定時株主総会招集ご通知に際しての

インターネット開示事項

第43期（自2020年６月１日 至2021年５月31日）

● 連結計算書類の「連結注記表」
● 計算書類の「個別注記表」

株式会社毎日コムネット

上記の事項につきましては、法令及び定款第15条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト
（https://www.maicom.co.jp/）に掲載することにより、株主のみなさまに提供しております。
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連結注記表
（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
1. 連結の範囲に関する事項
　すべての子会社を連結しております。
連結子会社の数 ３社
連結子会社の名称 株式会社毎日コムネットレジデンシャル

株式会社毎日コムネットグリーン電力
株式会社ワークス・ジャパン

2. 持分法の適用に関する事項
　持分法を適用した関連会社の数 １社
　会社等の名称 ＴＵＡ学生寮ＰＦＩ株式会社

3. 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

4. 会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
（イ）有価証券
① 売買目的有価証券………時価法（売却原価は、移動平均法により算定）
② そ の 他 有 価 証 券………時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に
より処理し、売却原価は移動平均法により算定）
時価のないもの
移動平均法による原価法

（ロ）たな卸資産
① 販 売 用 不 動 産………個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
② 仕 掛 品………個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
③ 貯 蔵 品………移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
（イ）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法
ただし、1998年４月１日以降取得した建物（建物附属設備は除く）並びに2016年４月１日以降
に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。また、太陽光発電施
設用関連資産についても定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物 ３～47年
機械装置及び運搬具 ８～20年
器具備品 ２～20年

― 1 ―

2021年07月26日 13時37分 $FOLDER; 2ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



（ロ）ソフトウェア（リース資産を除く）
自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年) に基づく定額法

（ハ）長期前払費用
定額法

（ニ）リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する定額法によっております。

（3）重要な引当金の計上基準
（イ）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特
定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

（ロ）賞与引当金
① 従業員賞与引当金

従業員の賞与の支払に備えるため、支給見積額の期間対応額を計上しております。
② 役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当連結会計年度に見合う分
を計上しております。

（ハ）役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支払に備えるため、支給内規を基準とした当連結会計年度末要支給額を計上し
ております。

（ニ）減価償却引当金
保有する販売用不動産のうち販売するまでに賃貸用に供したものについてはその重要性を考慮し、
有形固定資産の減価償却と同様の方法により減価償却費相当額を見積り計上しております。

（4）のれんの償却方法及び償却期間
のれんは、５年間で均等償却しております。

（5）その他連結計算書類の作成のための重要な事項
消費税等の会計処理方法は税抜方式によっております。また、控除対象外消費税等については、当連
結会計年度の負担すべき期間費用として販売費及び一般管理費に計上しております。
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（追加情報）
「会計方針の開示、会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 2020年３月31
日）を当連結会計年度の年度末に係る連結計算書類から適用し、「関連する会計基準等の定めが明らかでない
場合に採用した会計処理の原則及び手続」を開示しております。

（表示方法の変更）
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）を当連結会計年度か
ら適用し、連結注記表に（会計上の見積りに関する注記）を記載しております。

（会計上の見積りに関する注記）
1．販売用不動産の評価
（1）当連結会計年度計上額 販売用不動産10,355,366千円
（2）その他見積りの内容に関する理解に資する情報

　販売用不動産の評価は、収益性の低下による簿価切下げの方法によっており、期末時点の販売可能価
額から販売経費等の見込額を控除した正味売却価額が簿価を下回る場合には、差額をたな卸資産評価損
として計上します。
　正味売却価額については、外部の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づき算定しております。
　正味売却価額の算定方法は主に収益還元法で運用収益や還元利回り等を使用しており、将来の不動産
市況の変動等により運用収益等が大きく変動した場合には、翌連結会計年度の業績を変動させる可能性
があります。
　なお、当連結会計年度における、たな卸資産評価損の計上はありません。

2．固定資産（賃貸等不動産）の評価
（1）当連結会計年度計上額 固定資産（賃貸等不動産）2,206,154千円
（2）その他見積りの内容に関する理解に資する情報

　賃貸等不動産は、物件単位で減損の兆候を把握しており、減損の兆候は営業活動から生じる損益等の
マイナスが継続する場合、経営環境の著しい悪化、市場価額の著しい下落等を減損の兆候としておりま
す。減損の兆候があると認められた場合には、減損損失の要否を判定し、減損損失の認識が必要とされ
た場合、帳簿価額を回収可能額まで減額し、減少額を減損損失として計上します。
　損益は賃貸損益を使用、市場価額は外部の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく価額を採用
しており、将来の不動産市況の変動等により運用収益等が大きく変動した場合には、翌連結会計年度の
業績を変動させる可能性があります。
　なお、当連結会計年度における、減損の兆候、減損損失の計上はありません。
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（連結貸借対照表に関する注記）
1. 有形固定資産の減価償却累計額 1,641,309千円
2. 販売用不動産の減価償却引当金 512,623千円
3. 担保資産及び対応債務

担保に供している資産
流 動 資 産 9,751,364千円
有 形 固 定 資 産 620,978千円
投 資 そ の 他 の 資 産 50,092千円

上記に対応する債務
１年内返済予定の長期借入金 898,988千円
長 期 借 入 金 8,566,938千円

4. 財務制限条項
　長期借入金の残高の一部については、各年度の年度決算における単体及び連結の貸借対照表における純
資産の部の金額や損益計算書の経常利益又は経常損失等より算出される一定の指標等を基準とする財務制
限条項が付されております。
　なお、財務制限条項の対象となる長期借入金残高（1年内返済予定の長期借入金含む）は8,278,979
千円となっております。

5. 保有目的の変更
　当連結会計年度において、保有している株式の１銘柄について保有の目的を売買目的に変更したため投
資有価証券50,000千円を有価証券に振替えております。

6. 記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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（連結損益計算書に関する注記）
1. 助成金収入
　課外活動ソリューション部門における雇用調整助成金（新型コロナウイルス感染症の影響に伴う特例）
であります。なお、当該休業手当等については、販売費及び一般管理費に計上しております。

2. 記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
1. 当連結会計年度の末日における発行済株式の総数

普通株式 18,000,000 株
2. 自己株式に関する事項
株式の種類 当連結会計年度期首 増 加 減 少 当連結会計年度末

普通株式 84株 －株 －株 84株

3. 剰余金の配当に関する事項
（1）当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

決 議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 １株当たり配 当 額 基 準 日 効力発生日

2020年８月20日
定時株主総会 普通株式 359,998千円 利益剰余金 20円 2020年５月31日 2020年８月21日

2021年１月７日
取締役会 普通株式 143,999千円 利益剰余金 8円 2020年11月30日 2021年２月３日

（2）当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

決 議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 １株当たり配 当 額 基 準 日 効力発生日

2021年８月19日
定時株主総会 普通株式 359,998千円 利益剰余金 20円 2021年５月31日 2021年８月20日

4. 記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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（金融商品に関する注記）
1. 金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

　当社グループは、主に不動産ソリューション事業における販売用不動産の開発を行うための投資及び
運転資金等の資金需要に対し、主に銀行借入により必要な資金を調達しております。なお、一時的な余
資が生じた場合には短期的な預金等に限定して運用しております。

（2）金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。有価証券及び投資有
価証券は、主に売買目的、取引先企業との業務又は資本提携等に関連する株式であり、市場価格の変動
リスクに晒されております。長期貸付金及び差入保証金は、主に当社グループの主力事業である不動産
ソリューション事業におけるサブリース（転貸を目的とした当社による一括借上）によるものであり、
賃貸人（物件所有者）の信用リスクに晒されております。
　営業債務である支払手形及び買掛金、未払金及び未払法人税等は、ほとんど１年以内の支払期日であ
ります。借入金及びファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に販売用不動産の取得、太陽光
発電施設の取得及び設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであります。長期預り敷金は、不動
産ソリューション事業の賃貸部門における賃借人（入居者）からのものであり、賃借人が退去する際に
返還義務を負うものであります。

（3）金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク) の管理
　当社グループは、経理規程に従い、営業債権について、各事業部門等における管理責任者が取引先の
状況をモニタリングし、取引先ごとに債権の発生から消滅に至るまでを管理するとともに、定められた
期間内に債権が未回収の場合は適切な保全措置をとることとしております。
　長期貸付金及び差入保証金については、各事業部門等が定期的に取引先の状況を把握し、財務状況等
の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
　当社グループは、投資有価証券については、定期的に時価や発行体（主として取引先企業）の財務状
況を把握し、市況や発行体との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。
　借入金については、各金融機関ごとの借入金利の一覧表を作成し、借入金利の変動状況をモニタリン
グしております。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理
　当社グループは、各事業部門等からの報告に基づき、管理部が適時に資金繰計画を作成・更新すると
ともに、手元流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額の他、市場価格がない場合には合理的に算定された価額
が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を
採用することにより、当該価額が変動することもあります。
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2. 金融商品の時価等に関する事項
　2021年５月31日（当期の決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、
次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めてお
りません。

連結貸借対照表 時 価 差 額
計上額（千円） （千円） （千円）

（1）現金及び預金 5,119,723 5,119,723 －
（2）受取手形及び売掛金 364,814 364,814 －
（3）有価証券及び投資有価証券
　① 売買目的有価証券 44,444 44,444 －
　② その他有価証券 76,473 76,473 －
（4）長期貸付金 44,618 44,618 －

資産計 5,650,075 5,650,075 －
（1）支払手形及び買掛金 322,677 322,677 －
（2）短期借入金 600,000 600,000 －
（3）未払金 193,901 193,901 －
（4）未払法人税等 125,979 125,979 －
（5）長期借入金（※１） 11,047,439 11,047,439 －
（6）リース債務（※２） 464,171 464,171 －

負債計 12,754,168 12,754,168 －
（※１） 長期借入金には、１年内返済予定の長期借入金1,095,656千円を含めております。
（※２） リース債務には、１年内支払予定のリース債務49,278千円を含めております。

（注）１ 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項
資 産
（1）現金及び預金

　預金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま
す。

（2）受取手形及び売掛金
　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額
によっております。

（3）有価証券及び投資有価証券
　これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関等
から提示された価格によっております。

（4）長期貸付金
　長期貸付金の時価については、元利金の合計額を、新規に同様の貸付を行った場合に想定される利率
で割り引いた現在価値により算定しております。
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負 債
（1）支払手形及び買掛金、（2）短期借入金、（3）未払金及び（4）未払法人税等

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額
によっております。

（5）長期借入金及び（6）リース債務
　これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入又はリース取引を行った場合に想定
される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

（注）２ 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
① 非上場株式等（連結貸借対照表計上額84,246千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フロ
ーを見積ることなどができず時価を把握することが極めて困難と認められるため、「資産（3）有価証券及
び投資有価証券」には含めておりません。
② 差入保証金（連結貸借対照表計上額1,427,166千円）は、市場価格がなく、かつ実質的な預託期間を算
定することは困難であることから、合理的なキャッシュ・フローを見積ることが極めて困難と認められる
ため、時価開示の対象としておりません。
③ 長期預り敷金（連結貸借対照表計上額1,042,626千円）は、市場価格がなく、かつ賃借人の入居から退
去までの実質的な預託期間を算定することは困難であることから、合理的なキャッシュ・フローを見積る
ことが極めて困難と認められるため、時価開示の対象としておりません。
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（賃貸等不動産に関する注記）
　当社では、東京都及び北海道において、賃貸用のマンション（土地を含む）を有しております。当連結会計
年度における当該賃貸等不動産に関する損益は143,708千円（賃貸収益は売上高に、賃貸費用は売上原価に計
上）であります。
　賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額及び当連結会計年度における主な変動並びに連結決算日における時価
及び当該時価の算定方法は以下のとおりであります。

連結貸借対照表計上額
連結決算日における時価

当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

2,179,193千円 26,960千円 2,206,154千円 3,113,000千円
（注）1. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

2. 主な変動
増加は、学生寮の居室内改装及び設備改修工事 76,104千円
減少は、減価償却費 48,272千円

3. 時価の算定方法
当連結会計年度末の時価は、外部の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく価額によっております。

（１株当たり情報に関する注記）
1. １株当たり純資産額 547円46銭
2. １株当たり当期純利益 52円91銭

１株当たり当期純利益の算定上の基礎
連結損益計算書上の親会社株主に帰属
する当期純利益 952,509千円
普通株式に係る親会社株主に帰属する
当期純利益 952,509千円
普通株式の期中平均株式数 17,999,916株

（重要な後発事象に関する注記）
　該当事項はありません。

― 9 ―

2021年07月26日 13時37分 $FOLDER; 10ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



個別注記表
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
1. 有価証券の評価基準及び評価方法
（1）売買目的有価証券 …… 時価法（売却原価は、移動平均法により算定）
（2）子会社株式及び関連会社株式 …… 移動平均法による原価法
（3）その他有価証券 …… 時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処
理し、売却原価は移動平均法により算定）
時価のないもの
移動平均法による原価法

2. たな卸資産の評価基準及び評価方法
（1）販 売 用 不 動 産 …… 個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
（2）貯 蔵 品 …… 移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
3. 固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く） …… 定率法

ただし、1998年４月１日以降取得した建物（建物附属設備は除く）並びに
2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額
法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物 ３～47年
器具備品 ２～20年

（2）ソフトウェア（リース資産を除く） …… 自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基
づく定額法

（3）長 期 前 払 費 用 …… 定額法
（4）リ ー ス 資 産 …… 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する定額法によって
おります。
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4. 引当金の計上基準
（1）貸 倒 引 当 金 …… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不
能見込額を計上しております。

（2）賞 与 引 当 金 …… ①従業員賞与引当金
従業員の賞与の支払に備えるため、支給見積額の期間対応額を計上してお
ります。

②役員賞与引当金
役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事
業年度に見合う分を計上しております。

（3）役員退職慰労引当金 …… 役員の退職慰労金の支払に備えるため、支給内規を基準とした当事業年度末要
支給額を計上しております。

（4）減価償却引当金 …… 保有する販売用不動産のうち販売するまでに賃貸用に供したものについてはそ
の重要性を考慮し、有形固定資産の減価償却と同様の方法により減価償却費相
当額を見積り計上しております。

5. 消費税等の会計処理方法
　消費税等の会計処理方法は税抜方式によっております。また、控除対象外消費税等については、当事業
年度の負担すべき費用として販売費及び一般管理費に計上しております。

（追加情報）
「会計方針の開示、会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 2020年３月31
日）を当事業年度の年度末に係る計算書類から適用し、「関連する会計基準等の定めが明らかでない場合に採
用した会計処理の原則及び手続」を開示しております。

（表示方法の変更）
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）を当事業年度から適
用し、個別注記表に（会計上の見積りに関する注記）を記載しております。
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（会計上の見積りに関する注記）
1．販売用不動産の評価
（1）当事業年度計上額 販売用不動産10,355,366千円
（2）その他見積りの内容に関する理解に資する情報

　販売用不動産の評価は、収益性の低下による簿価切下げの方法によっており、期末時点の販売可能価
額から販売経費等の見込額を控除した正味売却価額が簿価を下回る場合には、差額をたな卸資産評価損
として計上します。
　正味売却価額については、外部の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づき算定しております。
　正味売却価額の算定方法は主に収益還元法で運用収益や還元利回り等を使用しており、将来の不動産
市況の変動等により運用収益等が大きく変動した場合には、翌事業年度の業績を変動させる可能性があ
ります。
　なお、当事業年度における、たな卸資産評価損の計上はありません。

2．固定資産（賃貸等不動産）の評価
（1）当事業年度計上額 固定資産（賃貸等不動産）2,206,154千円
（2）その他見積りの内容に関する理解に資する情報

　賃貸等不動産は、物件単位で減損の兆候を把握しており、減損の兆候は営業活動から生じる損益等の
マイナスが継続する場合、経営環境の著しい悪化、市場価額の著しい下落等を減損の兆候としておりま
す。減損の兆候があると認められた場合には、減損損失の要否を判定し、減損損失の認識が必要とされ
た場合、帳簿価額を回収可能額まで減額し、減少額を減損損失として計上します。
　損益は賃貸損益を使用、市場価額は外部の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく価額を採用
しており、将来の不動産市況の変動等により運用収益等が大きく変動した場合には、翌事業年度の業績
を変動させる可能性があります。
　なお、当事業年度における、減損の兆候、減損損失の計上はありません。
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（貸借対照表に関する注記）
1. 有形固定資産の減価償却累計額 582,104千円
2. 販売用不動産の減価償却引当金 512,623千円
3. 担保資産及び対応債務
　担保に供している資産

流 動 資 産 9,751,364千円
有 形 固 定 資 産 620,978千円
投 資 そ の 他 の 資 産 50,092千円

　上記に対応する債務
１年内返済予定の長期借入金 898,988千円
長 期 借 入 金 8,566,938千円

4. 関係会社に対する金銭債権又は金銭債務
短 期 金 銭 債 権 70,138千円
短 期 金 銭 債 務 23,704千円

5. 保証債務
　当社の連結子会社である㈱毎日コムネットグリーン電力の金融機関からの借入金及びリース契約に対し
て、次のとおり債務保証を行っております。
長期借入金（１年内返済予定の長期借入金含む） 1,448,153千円
リース債務 464,171千円

計 1,912,324千円
6. 財務制限条項
　長期借入金の残高の一部については、各年度の年度決算における単体及び連結の貸借対照表における純
資産の部の金額や損益計算書の経常利益又は経常損失等より算出される一定の指標等を基準とする財務制
限条項が付されております。
　なお、財務制限条項の対象となる長期借入金残高（1年内返済予定の長期借入金含む）は6,830,826千
円となっております。

7. 保有目的の変更
　当事業年度において、保有している株式の１銘柄について保有の目的を売買目的に変更したため投資有
価証券50,000千円を有価証券に振替えております。

8. 記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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（損益計算書に関する注記）
1. 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

給 料 及 び 手 当 693,952千円
租 税 公 課 289,833千円
地 代 家 賃 242,307千円
広 告 宣 伝 費 240,150千円
賞 与 引 当 金 繰 入 額 118,500千円
役員退職慰労引当金繰入額 10,000千円
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 411千円

2. 関係会社との取引高
営 業 収 益 38,162千円
営 業 費 用 183,001千円
営 業 外 収 益 533,711千円

3. 助成金収入
　課外活動ソリューション部門における雇用調整助成金（新型コロナウイルス感染症の影響に伴う特例）
であります。なお、当該休業手当等については、販売費及び一般管理費に計上しております。

4. 記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。

（株主資本等変動計算書に関する注記）
1. 自己株式に関する事項
株式の種類 当事業年度期首 増 加 減 少 当事業年度末

普通株式 84株 －株 －株 84株

2. 記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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（税効果会計に関する注記）
　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
　減価償却引当金 156,819千円
　過年度消費税 107,019千円
　役員退職慰労引当金 79,731千円
　賞与引当金 21,817千円
　未払不動産取得税等 15,638千円
　未払事業税等 8,180千円
　減価償却累計額 7,699千円
　未払法定福利費 6,440千円
　減損損失 5,609千円
　繰延控除対象外消費税 4,954千円
　その他 2,144千円
　 繰延税金資産合計 416,057千円

繰延税金負債
　未収入金（賞与負担額） △3,916千円
　未収入金（法定福利費） △1,118千円
　長期貸付金利息 △779千円
　その他 △30千円
　 繰延税金負債合計 △5,844千円
　 繰延税金資産純額 410,212千円
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（関連当事者との取引に関する注記）
　子会社

種類 会社等の
名称 所在地

資本金
又は
出資金
（千円）

事業の
内容

議決権
等の所
有割合

関連当
事者と
の関係

取引の
内容

取引
金額
（千円）

科目
期末
残高
（千円）

子会社
㈱毎日コム
ネット

グリーン電力
東京都
千代田区 100,000

自然エネ
ルギーに
よる発電
事業

100.0% 役員の
兼任

債務
保証
（注）

1,912,324 － －

（注） 金融機関からの借入金及びリース契約に対して、当社が債務保証を行ったものであります。

（１株当たり情報に関する注記）
1. １株当たり純資産額 441円31銭
2. １株当たり当期純利益 　59円59銭

１株当たり当期純利益の算定上の基礎
損益計算書上の当期純利益 1,072,652千円
普通株式に係る当期純利益 1,072,652千円
普通株式の期中平均株式数 17,999,916株

（重要な後発事象に関する注記）
　該当事項はありません。
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